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平成２６年度 第３回庁議要旨 

 

日時：平成２６年５月９日（金） 

午前９時 00 分～ 

会場：庁議室 

 

[審議事項] 

１ 少子化対策プロジェクトチームの設置について（復興政策部、福祉部） 

 国の年間出生数は、第２次ベビ－ブーム期以降減少傾向となっており、内閣府の少子

化社会対策会議において、「少子化危機突破のための緊急対策」が決定された。本市の

出生数も減少の一途をたどっていることから、石巻地域全体の活力や均衡ある発展、東

日本大震災からの魅力的な復興を成し遂げるため、若い世代が家族を形成し、子育てに

喜びを実感できると同時に子ども達にとってもより良い社会の実現を目指すため、市職

員のプロジェクトチームを編成し、結婚・妊娠・出産・育児における課題解消の施策等

を検討し、具体的施策を市長へ提案するもの。 

(1) 主な内容 

「石巻市少子化対策プロジェクトチーム」を設置する。 

ア ミッション 

若い世代が家族を形成し子育てに喜びを実感でき、子ども達にとってもよりよ

い社会の実現につながるよう、結婚・妊娠・出産・育児における課題解消の施策

等を検討し、具体的施策を市長に提案する。 

イ 体制 

全庁から男女別、職階等を考慮し１０名程度の職員で構成。 

ウ 人選 

指名および公募（各５名程度）。指名は関係部署で調整し決定。 

エ 発令および任期 

市長が委嘱。任期は設置の日から平成２７年３月３１日。 

オ 活動内容 

会議（月２回程度）を開催し、現状を把握し課題を探り、問題解決のための具

体施策を提起。 

カ その他 

検討結果を市長へ提案し、必要と認められたものは市長指示のもと事業関係部

で検討協議。 

(2) 今後の予定 

平成２５年５月中旬    石巻市少子化対策プロジェクトチーム設置要綱制定 

平成２５年５月中旬～下旬 メンバーの募集および決定 

平成２６年６月～     活動開始 

平成２７年３月      検討結果提案 

 

２ 石巻市震災復興土地基金運用要綱について（復興事業部） 

 復興事業を推進するための用地の迅速な取得、今後見込まれる施設整備の財源確保を

目的に平成２６年４月１日に震災復興土地基金条例を施行。この基金を活用し、用地の
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迅速な取得と復興事業の進捗を加速させるため、基金運用に係る具体的事項を定め、基

金の運用を行うもの。 

(1) 主な内容 

 ア 運用益金の取得 

・基金の運用収益は、原則、基金に積み立てる。 

イ 土地の取得 

・取得する土地は、復興事業を推進するために必要な土地（定着物件、補償費等

を含む。）に限る。 

・取得した土地は、取得年度から５箇年度以内に事業の用に供する。 

ウ 基金からの買取り 

・事業の用に供する場合に一括で買取る。（一括買取りが困難な場合、分割納入可） 

・基金からの買取価格は取得価格（定着物件、補償費等を含む。）と同額とする。 

(2) 施行予定日 

平成２６年５月１５日施行予定 

 

３ 防災集団移転促進事業地等における下水道事業等受益者負担金及び分担金の減免に 

ついて（建設部・河北総合支所・北上総合支所・牡鹿総合支所） 

 都市計画法等に基づき賦課区域内全ての土地を対象に建設費の一部を負担頂く、下水

道事業受益者負担金、分担金について、防災集団移転促進事業等の進行により分譲等が

予定されているため、この取り扱い方針を定め、防災集団移転促進事業地等の下水道事

業等受益者負担金及び分担金を減免し、移転する被災者の生活再建を支援するもの。 

(1) 主な内容 

防災集団移転促進事業地等に係る下水道事業等の受益者負担金及び分担金を全額

減免。 

ア 防災集団移転促進事業による造成地 

７地区（月浦、間垣、河北、釜谷崎、にっこり団地、鮎川、十八成浜）は、開

発者（市）負担で汚水管路等を施工後、帰属する予定で協議中。下水道事業特別

会計等での費用負担は無いことから、他と同様に下水道事業等受益者負担金及び

分担金を全額減免。 

イ 被災市街地復興土地区画整理事業による造成地（石巻市市街地開発特別会計） 

新市街地５地区の下水道管渠等は下水道事業特別会計で施工中だが、防災集団

移転促進事業の移転先用地は、受益者負担金を全額減免。防災集団移転促進事業

用地以外の、区画整理事業地内にある既存住宅地（個人所有地）は換地後の面積

で賦課、沿道・業務用地等は分譲時に賦課（減免適用なし）。なお、区画整理地内

に計画されている公共施設は、現行の減免基準を適用。 

用途等 中学校・保育所 庁舎用地 公営住宅 道路・公園 集会所等 

減免率 75％ 50％ 25％ 100％ 75％ 

※下水道事業受益者負担金及び分担金減免基準（施行規則第 16 条別表第 2 の抜粋） 

(2) 今後の予定 

平成２６年度より造成地の引渡し、翌年度に受益者負担金及び分担金の賦課及び

減免の手続き。 

 

４ 防災集団移転促進事業地における浄化槽事業分担金の減免について 
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（市町村設置型）（北上総合支所） 

 浄化槽事業分担金は、建設費の一部を負担頂く制度だが、防災集団移転促進事業等の

進行により分譲等が予定されていることから、浄化槽事業分担金の取り扱い方針を定め、

防災集団移転促進事業地の浄化槽事業分担金を減免し、移転する被災者の生活再建を支

援するもの。 

(1) 主な内容 

北上地区の防災集団移転促進事業のうち６地区（月浜・吉浜、白浜・長塩谷、小

室、小泊・大室、相川、小指・大指）の汚水処理は、市町村設置型の浄化槽事業で

実施。北上地区の他２地区（釜谷崎、にっこり）は公共下水道事業による汚水処理

の予定で、その分担金は全額減免予定のため、同様に分担金を全額減免。 

(2) 今後の予定 

平成２６年度より造成地の引渡し、分担金の賦課及び減免の手続き。 

 

[報告事項] 

１ 石巻市子どもセンターの愛称ついて（福祉部） 

平成２６年１月２９日に開設した「石巻市子どもセンター」を円滑に運営するために

設置する「子どもセンター運営会議」において、本センターの愛称募集の提案があり、

小学生から高校生を対象に愛称募集を行った。愛称を付けることにより、利用する子ど

もたちから、より親しみのある施設として認知され、地域との繋がりも増し、本センタ

ーの事業目的である「子どもの社会参加」の推進を図るもの。 

(1) 主な内容 

ア 愛称名 

「らいつ」 

イ 愛称名の意味 

「らいつ」の英語表記「rights」は、直訳で権利という意味がある。子どもセ

ンターは子どもの権利が守られるところであり、社会参加を促進する拠点として

子どもたちの思いを伝え、実現できる場所という意味が込められている。 

ウ 愛称募集期間 

平成２６年３月２４日(月)～平成２６年４月５日（土） 

エ 募集対象 

小学生から高校生まで 

オ 募集方法 

ホームページ掲載、募集チラシ配布など。 

カ 応募総数 

  合計４１件 

小学校２０、中学校９（地域不明１）、高等学校１２（県内１、県外５） 

キ 投票結果 

投票数８票（全投票数９票中）。 

ク 使用方法 

パンフレットやホームページ等に「石巻市子どもセンター らいつ」と表記。 

キ 看板等について 

公益社団法人セーブ・ザ・チルドレンより愛称を記載した看板の寄贈を受ける

予定。設置後、愛称当選者を招き除幕式等を検討。 
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(2) 今後の予定 

平成２６年５月以降、看板の設置 

 

２ 就学前の障害児通所支援に係る多子軽減措置に伴う償還払いについて（福祉部） 

児童福祉法施行令等の一部改正する政令が、本年４月１日に施行されたことに伴い、

障害児通所支援利用の児童と同一世帯に保育所等に通う又は障害児通所支援利用の児

童がいるとき、障害児通所支援を利用する児童が第２子以降の場合障害児通所支援に係

る自己負担の軽減が行われた。このことにより、国民健康保険団体連合会システムの改

修終了までの間、軽減額を償還払いで給付を行うもの。 

(1) 主な内容 

ア 障害児通所支援利用の児童と同一世帯に、保育所等に通う又は障害児通所支援利

用の児童がいるとき、障害児通所支援利用の児童が、第２子の場合障害児通所支援

に係る費用総額の１００分の５の額と下表の所得区分ごとの自己負担上限月額を比

較し低い額を自己負担上限月額とし、第３子以降の場合は無償とする。 

 

所得区分ごとの自己負担上限月額 

 

 

 

 

 

 

 

イ 多子軽減措置対象となる保護者からの償還払いの申請に基づき、多子軽減に係る

障害児通所支援給付費を支給する。 

ウ 国民健康保険団体連合会システム改修後、要件に該当する世帯に係る利用者負

担の軽減額はシステム上計算され、また、事業者においても多子軽減措置導入後

の利用者負担額及び報酬額を請求するため、「石巻市多子軽減措置に伴う償還払

いによる障害児通所給付費支給要綱」による取り扱いは、平成２７年３月３１日

までの時限措置とする。 

(2) 今後の予定 

石巻市多子軽減措置に伴う償還払いによる障害児通所給付費支給要綱の制定。

（平成２６年４月１日から施行） 

 

３ 石巻次世代施設園芸コンソーシアムの設立について（産業部） 

先端技術と強固な販売力を融合させ、木質バイオマス等の地域資源エネルギーを活用

するとともに、生産から調製・出荷までの施設の大規模な集約化やＩＣＴを活用した高

度な環境制御により、低コストな周年・計画生産を実現し、所得向上と地域の雇用の創

出を目的として国が創設した「次世代施設園芸導入加速化支援事業」の実施地区の決定

を受け、実施主体となる「石巻次世代施設園芸コンソーシアム」が設立されたもの。 

(1) 主な内容 

ア コンソーシアムの構成員と主な役割 

 (ｱ)栽培業務：(株)デ・リーフデ北上 

 (ｲ)環境整備施設運営業務：リッチフィールド(株) 

所得区分 自己負担上限月額 

生活保護世帯 
０円 

市町村民税非課税世帯 

市町村民税課税世帯 

（所得割２８万円未満） 
４，６００円 

市町村民税課税世帯 

（所得割２８万円以上） 
３７，２００円 
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 (ｳ)実需開拓及び流通・販路開発業務：イオンリテール(株)、東京デリカフーズ(株) 

                  (株)石巻青果、リッチフィールド(株) 

 (ｴ)事務局支援業務：宮城県、石巻市 

イ 事業概要 

 (ｱ)拠点整備 

・1.2ha の温室を２棟（トマト、パプリカ各１棟）整備し、木質チップを燃料と

したバイオマスボイラー、整備地区の環境を生かした地中熱・帯水層利用の冷

暖房設備、LPG ボイラーから熱と CO2 を供給し、燃料コストを３０％カット。 

・完全人工光型植物工場での種苗供給設備、収穫物を選別、保管、出荷調整する

出荷センターを整備。 

 (ｲ)技術実証 

・木質バイオマスや帯水層由来のエネルギー利用による冷暖房と LPG ボイラーの

排ガス利用による CO2 施用を通じ、季節、天候、時間帯で複合環境制御を行う

省エネ・省力に向けた技術の実証を行い、５年後に化石燃料使用量３０％削減、

燃料費３０％削減を目指す。 

・水分、施肥などの栽培条件により、生産物の品質、収穫量を向上させ、更に機

能性成分を高める養液栽培技術を実証する。 

 (ｳ)環境整備 

・東日本における次世代施設園芸の取組が地域に理解され、拠点となって普及発

展させるための協議、研修、情報発信を行う。 

 (ｴ)事業期間 

・平成２６年度～平成２８年度の３か年度（ハード整備は、平成２６年度～２７

年度）。 

(2) 今後の予定 

県と調整のうえ、補助金交付要綱を制定し、平成２６年第２回定例会に当該予算

案を上程。 

 

[その他] 

１ 平成２５年度に実施した休日（第１・第３日曜日）窓口開庁の実績について（生活環

境部） 

平成２５年度に実施した休日窓口開庁の実績について、生活環境部長より報告があっ

た。 

 

 

以上 


